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労働市場にお ける選別方法 としての標識 と
情報の不完全性 サーベイ*
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鵜 沢 秀
要 約
このノー トでは,労 働市場 とい う経済環境に話題を限定 して,情 報の不完全
性お よび非対称性(例 えば,労 働者が自己の労働生産性ない し能力について よ
り詳 しい情報を雇用主(employer)よりも持ってい る)が,労 働および職の
供給 と需要 とに どのような影響を与えるか,均 衡が存在す るか,ま た存在する
とすれば,そ の均衡は,ど のような性質を持ってい るかについての1970年以
　
降,最 近に到 る研究の簡単 なサーベイを試み る。
1.A-Dモ デ ルか ら新 しい社 会 経 済 モ デルへ
ア ロ・一=ドブ リュ ー(Arrow-Debreu)(以下A:二Dと略称す る)の 一般均
衡 モデルは,経 済学において常に一つ の規範に なってい る。そ の主な理 由は,
そ の均衡が,パ レー ト(Pareto)の意味での最適性を持 ってい るか らである。
このA-Dの 一般均衡 モデルは,経 済 の各主体間の相互依存 関係を考慮 した ワ
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**紙幅の都合上,(1),(皿)に分けて連載する。参考文献はdt(皿)にまとめて掲
載する。
(1)情報 と労働市場の問顕をスティグラー(Stigler)〔1962〕は,取 りあげているが,
以下で展開するような雇用主と労働者との経済行動の相互依存の結果として労働市
場の均衡を考えるという発想は,明示的になされていない。
[103]
104 商 学 討 究 第29巻第4号
ル ラス(Walras)モデル の一般化であ り,次 の よ うな主要 な仮定に基づ いて均
衡 の存在証明がな されてい る(例 えば,ア ロウ=ハ ーソ(Hahn)〔1971〕,ア
ロウ 〔1964〕,ドブ リュー 〔1959〕等を参照)。
(a}完全情報(従 って情報収集費用はゼ ロ)
(b)全ての市場の存在
(c)凸連続(convex-continuousproperty)経済(選 好 関係,技 術 集合に関 し
て)
も し完全情報 でな く,情 報収集に費用がかか った り,あ るいは,市 場 の存在
が仮定 されない場合,各 経済主体 は,そ の意志決定を行 うさいに どの よ うな影
響を受 け,従 って,そ の結果,ど の よ うな選択を行 うで あろ うか。現実 の経済
取 引は,多 くの点で,A-Dモ デル の仮 定を満 たす ことはで きない。
財 の同質性 の仮定を捨 てて,実 際 の財の質の相違を考慮 した り,あ るいは,
売手 と買手 との情報 に関す る不完全性や非対称性を陽表的に考え ると,ア カロ
フ(Akerlof)〔1970〕が述 べた よ うに,"市 場 が存在 しない例"が つ くれる。
アカロフ嫉,こ の よ うな事態を,中 古車市場や保険市場 の場合に見い出 し,レ
モソの原理(悪 い もの(Lemon)が 良い ものを駆逐す る)と い う形 で要約 し
・た。 この よ うな例 は,ロ ス チ ャイル ド=ス テ ィグ リッツ(Rothschildand
Stiglitz)〔1976〕の保険市場 の場合に もみ られ る。
不完全情報 お よび市場 の欠如 の可能性 に直面す る経済主 体 の 行 動は,従 っ
て,A-一一Dモデルのそ れ と同一で ある と考えるこ とはで きない。む しろ,こ の
よ うな環境の もとでは,別 の行 動基準に基づ いて意志決定を行 うと仮定す る方
が自然である。従 って,例 えば,こ の ような経済環境におか れた経済主体は,
彼が現在迄に持 ってい る情報 の もとで,
(1)取引量(例 えば,あ る職業,職 種への労働 供給量や需要 量な ど)を 決める,
(2)費用をかけて新 しい情報を獲得す る,
とい うことを 同時 に意志決定す る と仮定す る。制 約条件 は,現 在迄の手持 ちの
情報に加 えて,通 常 の予算制約,技 術条 件である。 この条 件下で,彼 は,期 待
効用 または期待利潤を最大 にす る。
＼
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雇用主に とって も,労働者に とっても,一般に,不 完全情報あるいは,市 場
の欠如の可能性に直面すると,彼に とっての最適行動はいかに難か しいものに
なるかがわか るであろ う。特に,最 適な行動を決定する重要な変数の値が正確
にわか らない とき,あ るいは,正 確に伝えることができない ときが,そ のよう
な状態を もた らす。 このような経済環境のとき,重要な変数 と何 らかの相関関
係を もつ と信 じ込まれた観察可能な標識(indicators)が用い られて,選 別が
行なわれるとい うことが観察される。特に情報収集費用が多額にかかる場合に
は,経 済的に有意味 と思われる標識よりも,二 次的な社会慣習に基づ く標識が
使われやす くなる(ア カFフ 〔1976〕参照)。
このような理由か ら,新 しいモデル分析は,社 会制度的枠組 と経済制度的枠
組 との相互作用を含んだ もの とならざるをえない。以下,次 節で,選 別手段 と
しての標識の種類や経済的情報の有無,お よび,適 応調整過程について触れる
ことにす る。
皿.選 別 方 法 と し て の標 識 と適 応 調 整 過 程
不完全情報お よび市場の欠如 の可能性に直面 した経済主体は,積 極 的に は,
色 々な選別方法を用 いて 自己の期待満足度 を最大 にす るであろ うし,ま た～受
身的には,適 応調整過程に よ り自己 の期待満足度を最大 にす るで あろ う。
労働市場 において,雇 用主 が行な う選別 は,screeningと呼ばれ,労 働者 が
行 な う選 別は,signalingあるいはself-selectionと呼ばれている(ア カロ
フ 〔1976〕,スペ ソス(Spence)〔1973〕,〔1974a〕,ステ ィグ リッッ 〔1975a〕
な ど参照)。
この よ うな選別方法 は,あ る情報 の獲得に付随す る,
{a)・経済的利益(便 益)
(b)情報収集費用
(c)情報 の信頼度
に依存 して決 まるで あろ う(選 別方法 の例 は,ア カ ロフ 〔1976〕,ステ ィグ リ
ツツ 〔1975a、等参照)。
/
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酒 雇用主 の選別 お よび労働者の選別は,労 働(契 約)市 場におけ る賃金決定,
労働条件,資 格条件,職 採用 を通 じて,相 手側 の情報構造に影響を もた らす。
この よ うな相互依存関係を考慮 した うえで,均 衡 が成立す るか ど うかを 明 らか
に しよ うとす るのが,不 完全情報 の経済学の主 なね らいで あ り,ロ スチ ャイル
ド=ス テ ィグ リッッ 〔1976〕,アカロフ 〔1970〕,〔1976〕,宮崎 〔1977〕,アロ
ー 〔1973〕,ス ペ ソス 〔1973〕,〔1974a〕,〔1974b〕,〔1976〕,スター レッ ト
(Starrett)〔1976〕な どに よ り研究 されてい る。
雇用主の選別方法 お よび労働者の選別方法に対応 して,一 つ の経済 に社会的
取引制約が付加 され ることにな る(ア カロフ 〔1976〕参照)。
選別方法 は,雇 用主の方が労働者に比べて よ り有効的に用 い られ る。特に,
独 占的雇用主 の場合はそ うである。競争的な場合には,ま だ明確 な証明がな さ
れてい ない。 しか しなが ら,以 下 のサ ーベイにおいては,便 宜 上,選 別方法
Jは
,も っぱ ら雇用 主について用い,労 働者の選別方法は,適 応調整過程 と呼ぶ
ことにす る。
皿.選 別 方 法 を 規 定 す る標識 とそ の情 報収 集 費 用
〈雇用主の関心〉
労働者に関する情報の うち,雇 用主に とって最大の関心は,そ の労働者の限
界生産力ない しは,能 力そのものである(ア ロー 〔1973〕参照)。しか しなが
ら,特定の労働者の限界生産力ない しは能力は,雇 用契約以前および契約時に
は もちろん,雇 用後 も正確に測ることは難か しい。そ こで,雇 用主が とる選別
方法は,労 働老の限界生産力(能 力)と 何 らかの代理変数(ア カロフ 〔1976〕
は,標 識 と呼ぶ)と の間に,あ る種の対応(相 関関係あるいは,.その他の関
係)を つけることである。
標識には,潜 在的に有用な経済的情報を もた らす ものと信 じられている(価
値づけ られている)も のと,純 粋 に社会的慣習に よるもの と信 じられている
(価値づけ られている)も のとに分け られている。 しか しなが ら,こ の区 別
は,相 対的であって,特 に厳密に行 うことは難か しいように思える。例 えば,
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次のような 標 識について,ど ちらのグル ープに 属するか試みてみればわか る
(試案参照)。
① 教育水準{年 数,成 績,卒 業証書,資 格,推 薦書,な ど}
② 職 歴{年 数,職 種 離職 率,な ど}
③ 生 産 物{share-croPPingに於 る労働強度,時間,丁寧 さな どの代理変数}
④ 速 度{織 鑛 列(assemb'y1'nes)における能力・限界生産力の}
⑤ 軍 歴
⑥ 犯 罪 歴
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
IQ(知能指数)
⑭ 居 住 地
⑮ 親の所得
⑯ 友 人
⑰ 宗 教
⑬ 思 想
⑲ 外観(容 姿)
⑳ 生活態度{時 間厳守,積 極性,人 づきあいの良さ,仕事熱心など}
⑳ 病 歴
⑳ 所属団体
⑳ カース ト
等 々が標識 として考え られる。
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標 識 の 分 類(試 案)
信 号
↑
;
国籍 所属団体
思想
宗教
生活態度
居住地
友人
体重
IQ
教育水準 生産物
速度
容姿
カ ー ス ト
犯 罪 歴
親の所得
人 種
身長
軍歴 職歴
病歴
性別 年令
　
潜在的に有意味な
経済的情報を持つ
と考えられている
もの
↓
指 標
ある標識が,潜 在的に有用 な経済的情報を持 っているか ど うかは,雇 用主 に
よってそ の標識が選別方法 として実際に用い られ る時,労 働者 の適応調整過程
としてのsignalingない しself-selectionとの相互依存関係に よって明 らか
になる。 アカロフ 〔1976〕の言 うよ うに,こ こに,経 済的枠組 と社会文化的枠
組 とに明確に二分 で きない環境がで きあが り,そ こで均衡が模索 され る。従 っ
て,そ れ故に,も し,均 衡が存在 した として も,A-Dモ デルの均衡 とは異 な
り,標 識 に よる選別方法 の採用 とそ れに対す る適応調整過程 との相互作用に よ
り,一 般 に,均 衡はゆがめ られ る。時には,非 常なゆがみを生ず る と考 え られ
る場合 もある(例 えば,カ7ス ト的均衡につ いての アカロフ 〔1976〕の説明を
参照)。 しか し,そ の制度が逆に,経 済的便益 を もた らしている面 もあ りうる
(アカロフ 〔1976〕の カース ト均衡破壊 のための結託 とそ の費用についての説
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明参照)。
標識 の集 合を1,雇 用主が評価す る労働者の限界生産 力(能 力)の 集合を
9,労 働者全体 の集合をN,雇 用主の現在の手持 ちの情報構造(情 報の量,質,
信頼度,過 去か ら現在 までの雇用政策を含む)をM,と す る。い ま,標 識 の集
合1の 全ての部分集合か らな る集合族を21で表わす。
標識i(ε2t)に基づ く雇用 主の選別方法 は,
SMt:i×N→9(iε2∬)で与 え られ る。
〔例〕
づ=教育水準の集合={高 校卒,大 学卒}
N=={a,b}
2={1,2}
SMt((高校卒,ブ))・=1(ノ=a,b)
SMt((大学卒,力)・=2(ゴ=a,b)
これは,教 育選別 モデル(educationalscreeningmodel)におけ る雇用主が,
教 育水準を標識 とした一つの選別方法SMtで あ る(例 えば,ア ロー 〔1973〕,
スペ ソス 〔1973〕,〔1974a〕,スターレッ ト 〔1976〕,ステ ィグ リッツ 〔1975a,b}
を参照せ よ)。
一方 ,労 働者は,自 分 の限界生産力(能 力)は,既 知 である とす る。即 ち,
fn:2i×{n}→9*
は,各 労働者(nεN)には知 られている。 ここで,9*は,労 働者の限界生産力
(能力)の 集合である。
雇用 主は,SMtとい う選別 方法を採用 して,労 働者側の反応を考慮 した期待
利潤を最大 にす るよ うに雇用政策を決定す る もの とす る。 この とき,明 らかに
なるよ うに,iと い う標識を用 いる選別方法 の費用 が重大な役割 りを果たすQ
M,と 将来利用可能 な情報 とそ の収集 費用 とに依存 して,期 待利潤を最大化す
るよ うな選別方法SMtが 決 まるで あろ う。 しか しなが ら,非 常 に費用のかか
らない選別方法が採用 され る可能性は十分 あ りうる。重要 な例 として,人 種差
別 や 悔 差 別,カ ース ト制 度 な どが あげ られる(ア カPフ 〔1976〕,アロウ
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1
〔1972a,b〕,フェル プス(Phelps)〔1972〕,ステ ィグリッッ 〔1975a〕な どを
参照)。
〈労働者 の関心〉
雇用主 の関心が労働者 の限界生産力(能 力)で ある とす れば,自 己の限界生
産力(能 力)を 正確 に知 っている労働者 の関心は何であろ うか。そ れは,一 般
に,彼 の限界生産 力(能 力)を 適切に(よ り正確に言 えば,よ り他人に比 べ
て,また,自己の能 力に比べてよ り有利に)評 価 して もらいたい ことであろ う。
労働者に関 して雇用主が関心を もつ標識 の うち,厳 密な二分化は,や は り難
しいが,労 働者 自身が選択 し,変 え うる もの と,そ うでない ものに標識は二分
され る。前者をスペ ソス 〔1973〕,〔1974a〕は,信 号(Signal)と呼び,後 者
を指標(Index)と呼 んでい る。 例 えば,教 育水準は,信 号の例であ り,人 種
または性は,指 標 の例である(標 識 の分類(試 案)参 照)。
労働者 もやは り情報構造,情 報収集費用,予 算制約の条件 の もとに,
(1)労働の供給 あるいは,あ る職への応募
(2)財の需要
(3)新しい情報 の獲 得
を同時 に意志決定 し,期 待効用 の最大 化をはか る。
今 までの研究では,労 働者 の選 別方法は,雇 用者の採用す る標識に基づいた
選別 方法に対す る適応調整過程 としてのSignalingあるいはSelf-selection
であ る。一
雇用主は,独 自に選別方法を採用で き,労 働者 もまた,独 自に選別方法を採
用 で きる とす れば,経 済 の ワーキ ソグの仕方(よ り正確にい えば,'社会経済全
体 の相互作用(ア カmフ 〔1976〕))は,両グル ープの選別方法 の と り方に よっ
て規定 される。従 って,雇 用主の とる選別方法 がm,労 働者 の とる選別方法が
kあれば,対 応す る社会経済の類型は(も し存在すれば),ni×kタイプあ りう
る。 この よ うな問題意識 は,ア カ ロフ 〔1976〕,西村 〔1978〕,スターレッ ト
〔1976〕に よって正確に意識 され,提 言 されている。
このサ ーベ イでは,労 働市場について,そ のあ りうべ き形態 についての成果
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を紹介す る。
】V.選別方法 と適応調整過程 に よる社会経済 類型 モデル と均
衡 の性質
N.1.Share-croPPingモ デ ル(2}
〈アカ只フ 〔1976〕のモデル〉
雇用主は,生 産物の大 きさを標識に用いて小作人(労 働者)の 労働時間,労
働強度,丁 寧さなどを推定する選別方法を用いる。これに対 して,小 作人は,
生産物の一定割合を受け取れるとい う動機づけに対応す る適 応 調 整過程に従
う。Share-croPPing体系において雇用主は地主であ り,労 働者は小作人であ
　
る。農業の場合に,share-cropping'体系がかな り普通 の形態 と考 え られ る十
分 な理由がある。
① 小作人は地 主に比 べ七貧 しい
② 小作人は地主に比 べて流動性を少 くしか もっていない。
従 って,収 穫失敗(cropfailure)の危険を負担す るのは,小 作人ではな く,
地 主の方が 自然である。
一方 ,農 業 において も,固 定賃金支払いがshare-croPPing体系 よ りも自然
であ る証拠が存在す る。
これか らわか るよ うに,ど ち らの選別方法 が雇用 主(地 主に とって よ り望 ま
しい(利 益を もた らす)方 法で あ るか は,小 作人(労 働者)の そ の選別方法に
対す る誘因(incentives)と危険態 度(riskattitudes)の大 きさ,お よび雇用
主 自身 のその選別方法 の信頼度 と危険態度 の大 きさに依存 して相互作用 の結果
判別す るもので あ る(よ り明確に ステ ィグ リッッ 〔1974a〕は この点を展開す
る)。
〈 ステ ィグ リッツ 〔1974a〕のモデル〉
ステ ィグ リヅツ 〔1974a〕は,share-cropPing体系,固 定賃金支払い体系,
(2)賃金代わ りに収穫の一部を受取る分作小作人モデルを言 う。
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および,小 作人が一・定料で土地を借 りる体系を特殊な小作契約 として含む,線
型め賃金支払い契約を考察す る。労働が非弾力的か,弾 力的かに応 じて大き く
2つのケースに分け られて分析は進め られる。いずれの場合 も,労働者の危険
に対す る態度の程度,誘 因,お よび,雇 用主の危険に対す る態度の程度が,ど
の体系を選択 して労働契約(小 作契約)を 行 うかを決定 し,その均衡を特徴づ
ける。
N.2.ね ず み競 争(ratrace)モデル また は流 れ 作 業 列
(assemblylines)モデル
〈アカロフ 〔1976〕のモデル〉
雇用主は,流 れ作業列の速度を標識に して労働者の限界生産力(能 力)を 予
知す る。郎ち,速 い速度の(難 か しい)仕 事を喜んで選択する労働者は,優 れ
た能力(高 い限界生産力)を 持っていると判定される。 このような雇用主の選
別方法に対 し,労働者の適応調整過程は,完 全情報の時に比べて,自 分の能力
以上に背伸び して,速 い速度の流れ作業列につこうとする(例外は,最 低の水
準の能力の労働者で,彼 らは正 しい速度の流れ作業列につ く)。理由は,よ り
遅い速度では,彼 よりも能力の劣った労働者 と同 じ能力の持ち主であると判断
されて しまうか らである。また,よ り速い速度では,よ り能力の優れた労働者
と同じ能力の持ち主であると判断され,よ り多 くの生産物の分け前に参加でき
るか らである(ス ティグリッツ 〔1975a〕参照)。アカロフ 〔1976〕は,こ の よ
うなモデルをねずみ競争モデル と呼んで,そ の経済的意義を明 らかにす る。
N種類のそれぞれ1ず つ異なった程度の能力を持った労働者がいる。第1タ
イプ(最 低の能力の労働者)は,限 界生産力と等 しい速度1の 流れ作業列で働
き,第iタイプ(i=2,…,N)は,自 分の限界生産力 よりも1だ け速い速度
(i+1)の流れ作業列で働 くとい う均衡が存在する。 しか しなが ら,明 らか
に,こ の均衡は,非 パ レー ト最適である。能力の低い労働者 と一緒に働 くこと
を避けて,彼 らを選別す るが,そ の原理は,自 らにはね返って くる(つ まり足
のひ つば りあいである。第1タ イプの足をひっぽる労働者はいない)。
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もし政府が適切な課税(流 れ作業列の速度nに 働 く人にnの 税を課税)を 行
なえば,パ レー ト最適性が達成されることが示 される。即ち,能 ヵ(限 界生産
力)に 一致 した職(流 れ作業列)に 働いている。
〈宮崎 〔1977〕のモデル……ねずみ競争モデル と内部労働市場〉
ねずみ競争モデルの枠組を利用 し,企業の効率的な労働配分の結果 としての
内部労働市場の存在を示そ うとい う野心的な試みが宮崎 〔1977〕によってなさ
れ,新 しい均衡概念 と賃金構造 との導入によって肯定的に解かれた。情報の不
完全性の もとでの経済分析において伝統的に採用されていたのは,ナ ッ シ ユ
(Nash)均衡概念 と単一賃金(労 働)契 約であった。 このような前提で議論
を進めたアカロフ 〔1976〕,ロスチャイル ド=スティグリヅツ 〔1976〕の結論
は,
(1)ねずみ競争均衡は存在 しないか もしれない。
(2)仮りに均衡が存在 しても,完全情報の時に比べてパ レー ト最適でないか も
しれない,
ノ
であった。宮崎 〔1977〕は,こ の結論に導いている主要 な仮定を前述の
(a)ナッシュ均衡概念
(b}単一賃金契約
に求め,そ れにかわ るもの として,
(i)ウイル ソソ均衡概念
(ii)賃金構造(高 々2っ の賃金=労 働強度契約の集合)
を採用 した。,
企業(雇 用主)は,賃 金 と労働強度(流 れ作業列の速度)と を利用する選別
方法を用い,労 働者は,適 応調整過程により企業を選別す る。他の雇用主の労
働者に対する賃金構造提示の取 りやめの影響についてある種の見通 しのよさを
各雇用主は持っているとし(ウ ィル ソソ的見通 しを持った雇用主),蓄 こで,
ウィル ソソ均衡を次のように定義する。
現存する賃金構造の集合は,層
(1)各企業がゼロ利潤であ り,
し
?
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(2)新しい賃金構造の導入の結果,不 利益(unprofitable)にさせ られる現存
の賃金構造を全て取 り除いたのちにも非負の利潤をもた らす ような新 しい賃
金構造が存在 しない時,
ウィル ソソ均衡と呼ばれる。
完全情報均衡,新 古典派的分離均衡および内部労働市場均衡の3つ のタイプ
の均衡が分類される。前2者 の均衡では,限 界生産力=賃 金率が成立するが,
内部労働市場均衡では,そ れが成立 しない。内部労働市場均衡では,高 生産性
　
の労働者が低生産性の労働者 を補助(subsidize)してい る。
】V.3.教 育 水 準 に よ る選 別(educationalscreening)モデ ル
教育水準 と限界生産力(能 力)と は,正 の相関関係にあるとの認識を持つ雇
用主は,そ の情報収集費用の少ない点 と,便益の大 きさを考慮 して,選 別方法
の標識 として教育水準を用いる。
〈スペ ソス 〔1973〕の信号(signaling)モデル〉
雇用主は,労 働者の限界生産力と教育水準 との間に正の相関関係があるとの
確信を現在迄の情報構造か ら抱いている。そ こで,雇 用主は,教 育水準を標識
とする選別方法を採用する。 これに対 して労働者は,教 育水準の達成のための
費用 と限界生産力 との間に負の相関関係があると考える。そ こで,労 働者は,
適応調過整程 として,教 育投資の純収益(netreturn)を最大にするように行
ゆ
動す る。
スペ ソス 〔1973〕,〔1974a〕の採用す る均 衡概念は,雇 用主 の確信の 自己確
認(self-confirming)にもとついてな される。 即 ち,均 衡 とは,雇 用主の確
信が,労 働者の適応調整過程,雇 用 主の選別方法の相互作用 の結果,裏 切 られ
(3)奥野 〔1978〕は,宮 崎 〔1977〕の議論を で きるだけ本質 を失わずに簡 単に紹 介す
るために,ス ペ ソス 〔1977〕のモデルを応用 して,内 部労働市場 の存在 を証明 して
い る。
(4)ここで の教育投 資は,人 的資本(humancapita1)理論に おけ る投資 とは異な り,
限界生産力 とは無相関で ある。 これは,教 育水 準に よる選 別 モデルに おいて考 え ら
れ てい る代表的見解 で ある。
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ずに,事 実が確信と一致 した時をい う。数学的には,信 号を所与 とする限界生
産物への条件付確率分布の空間か らそれ自身への写嫁を考える時,そ の写像の
不動点が均衡である(ス ペ ソス 〔1974a〕,付録Fを 参照)。
均衡は,次 の性質を もっている。
(1)教育水準を標識に とることに よって,労 働者を限界生産力の異なる2つ の
グループに選別可能であるが,そ の均衡教育水準は,無 限個存在する。
(2)選別のための均衡教育水準を高めると,低 い限界生産力(こ れをグル ープ
'
1とする)の 労働者の厚生は変化 しないが,高 い限界生産力(こ れをグル ー
プ2と する)の 労働者の厚生は減少する(ア カロフ 〔1976〕のねずみ競争モ
デルの均衡 と直接比較することは無意味であるが,興 味深い対応である)。
(3)グループ1の労働者は,信 号のない(選 別方法を用いない)時 に比べて,
選別方法が とられた方が厚生が落ちる。何故ならば,選 別方法を用いない時
には,グ ループ2の 労働者のおかげで,自 分の限界生産力以上の平均生産物 一
も
を受け取ることが可能だが,選 別方法を用いる時は,(正しい)限 界生産物
を受け取 るか ら。
(4)グループ2の 厚生は,同 一教育水準獲得のためのグループ1に 対するグル
ープ2の 費用比率(a2/a1)よりも,第1グ ループの母集団における割合g、
が大きければ,選 別方法がない時に比べて選別方法のある時の方が,高 くな
る。それは,教 育獲得に費用がかか6て も,グループ2の稀少性が大 きいか
らである。従って,費 用面での優位 と相対的な稀少性がな くなれば,教 育投
資は,限 界生産力を増大 させないので,選 別方法がない時に比べて選別方法
のある時の方が厚生が落ちて しまう。
(5)また,雇 用主の確信によって,あ るグループは,そ の市場か ら追いや られ
て他の労働市場に移行させ られて しま う可 能 性 が例で示 される。 この例で
は,教 育水準は,情 報を伝達 しない均衡モデルになっている。
⑥ 他方,教 育水準は有意味な情報を伝達 しないが,個 々の労働者は教育に合
理的な投資を行なっている例が考えられる。それは,も し教育投資を しなけ
れば,低 い賃金に甘ん じる他はない均衡モデルである。このような選別方法
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が とられてい る背後には,職 のた めに ある教育水準が必要 である との雇用 主
の確信が ある。 しか も,こ の例 では,教 育費用 と限界生産 力の間になん らの
相関関係 もないので,教 育水準は(限 界生産力の差を反映す る)有 用 な情報
を伝達す る とい う意味 での有効な信号 とはな らない。
以上 の観察か らスペ ソス 〔1973〕は,有 効な信 号は,教 育 費用 と限界生産 力
との間 の負の相関関係 と適当な費用 の範囲内での十分 な数 の信号の存在に依存
す ることを主張す る。(ス タ・…一レッ ト 〔1976〕,アロー 〔1973〕を参照)。
スペ ソス 〔1973〕は次 の7つ の残 された問題を指摘 す る。
(1)信号ゲームにおけ る協力行動は,ど の ような影響を与 えるか。
(2)信号費用 のrandomnessの与 える情報的 イ ソパ ク トは何か。
(3)指標につ いて体系的に異な る信号費用 の影響 は ど うな るか。
(4)ここで考 えた例 の特徴は,ど の くらい一般的 な ものか。
(5)多市場の枠組 では,均 衡の不決定性は,や は り残 るのか。
⑥ 一 般に信号均衡は存在す るか。
(7)どのよ うな選別機構が,市 場の情報構造に内在 してい るか,あ るいは,関
連を もってい るか。 また,ど の よ うな政策が,こ れ らを扱 うさいに有効 とな
るか。
これ らの問に対す る一つ の解答が,ス ペ ソス 〔1974a〕の各章お よび一般的
な取 り扱いが付録 で行 なわ れてい る。
重要 な点を一つ指摘すれば,、スペ ソス 〔1973〕では,雇 用 主の確信の修正 な
い し形成過程は明示的に なされていない。特 に,確 信 と利潤 との関係が,雇 用
政策 ない し選別方法に 明示的に示 されていない。む しろ,労 働者 の適応調整過
程 の側面 に限定 した議論 といえる。
〈 ア ロウ 〔1973〕のモデル〉
ア ロウ 〔1973〕は,ス ペ ソス 〔1973〕と同様に,選 別 のための標識 としての,
高等教育を とらえる。 これは,人 的資 本理論や社会化仮説が教 育に与 える役割
りとは別 の役割 りを与 える。
ノ
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労働の雇用主は,高 等教育を情報に して,労 働者の限界生産力を予知する。
教育水準を標識 とする選別方法(こ れをアロウ 〔1973〕は濾過(filter)理論
と呼ぶ)は,経 済体系およびその均衡の本質についてより広い見方の一部をな
す。 ここでは,高 等教育は,何 ら経済 的に優れたperfomlanceを持た ない。
ア ロウ 〔1973〕は,典 型的な例を用 いて議論す る。 スペ ソス 〔1973〕,〔1974a〕
のモデルに対 して,ア ロウ 〔1973〕のモデルでは,大 学 当局が実質的に2重 の
、意味での濾過 の役割 りを果た してい る。即 ち,'
(1)入学許可 の選別,
② 学生を卒業 させ るか否か の選別 である。'
労働者は,互 いに正 の相関関係を持つ3つ の要素.・
(1)大学入学以前の(成 績)記 録y,
(2)高等教育完 了の確 率,'
(3)生産性Z
に よって特徴づけ られ る。
大学当局は,期 待卒業生の数を最大にするように学生の入学選別を行 う・従
って,卒 業確率をyで 代替 して もよい と仮定す る。
Positivescreeni耳gassumption(E(gIY)は,yの増加関数 ここでEは 期
待 オペ レーター)の もとでは,大 学当局は,単 純 な入学許可に比べて追加 的な
情報を うる。 また,E(gIY≧y。)>E(z)な らば,大 学当局の入学許可過程
が情報 を伝達す る。 さ らに,ア ロウ 〔1973〕は,大 学当局の選別 の社会的価値
につ いて,1要 素 モデルお よび2要 素(補 完労働)モ デルについて検討 し,次
の結論を うる。
(a)1要素 モデル
人的資 本モデル と異な り,選 別 モデルでは,情 報 に対す る社会的需要 と私的
需要 との乖離 が生 じうる。具体例 として,教 育機 関(大 学)が ない(選 別 しな
い)方 が,選 別のある場合に比べて厚生が高 まる例を2つ 示す(こ れは,ス ペ
ソス 〔1974a〕の特殊 ケ■一一・スであ る)。特 に,教 育費用が正であ る条件が重要 な
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役 割 りを果たす。但 し,大 学入学以前の(成 績)記 録yが 特 に大 きい個人は,
選 別に よって厚生が 高まる可能性は ある。
〔b)2要素(補 完労働)モ デル
固定比率の生産関数を考 えて,タ イプ1の 労働 とタイプ2の 労働 が補完的生
産要 素である。 この モデルでは,選 別は無益ではない。即 ち,選 別費用が極端
に高 くなければ,選 別 に よって利得が ある。
教 育費用が 十 分 小 さければ,大 学 を 卒 業 す ることが割に合 う。Positive
screeningassumptionから,最 適性 のための条件が導かれ るが,そ の条件 は
教 育費用を含んでい ない。従 って,選 別機能を高め るには,教 育を制限 した方
が,社 会的に最適で ある。
タイ プ1の 仕事には非大学卒業者を割 り当て,タ イ プ2の 仕事には大学卒業
者 を割 り当て ることを選別が完全 である とい う。す ると,完 全 な選別方法が最
適 であ るよ うな教育費用Cの 区間が存在す る。
次 に,競 争均衡につ いて検討す る。
(c)2要素(補 完労働)モ デル………選別 のある競争均 衡
教 育費用Cに 依存 して,2つ の ケースに分かれ る。一つは,均 衡賃金が,完
全な選 別に よって もた らされ る場合であ り,も う一つは,完 全 な選別 でない時
の均衡で ある。後者は,選 別のない(大 学が廃 止 された)時 に比べて厚生が低
まってい る。
均衡の数は,複 数個 あるか も知れない。一つ が完全 な選別均衡で,他 はそ う
では ない(ス ペ ソス 〔1973〕,〔1974a〕,ライ リー(Riley)〔1975〕参照)o
ア ロウ 〔1973〕は,最 後 に,人 的資 本理論 と選別理論 との比較 に及ぶが,特
に,能 力に対す る扱 い方,測 定可能性 に疑問を提す る。 さ らに,選 別理論の発
展 のための一方向が示唆 される。そ れは,大 学 当局の選別 とOn-the-jobにお
け る選別 との関係であ る。
(5)大学当局に支払われた教育費用は,ど こに行 くか,即 ち,誰 の所得になるかは厚
生を比べる時,明確でない。この点は,スペンス 〔1973〕,〔1974a〕,スターレ
ット〔1976〕,スティグリッ.ツ〔1975b〕も同様である。 ・
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〈 ライ リー 〔1975〕の モデル〉
製品の質(こ こでの論脈 では,労 働者 の限界生産力や能力)に 関す る不完全
情報があ ると,既 に述 べた よ うに,雇 用 主は,選 別方法 としてある標識 を用い
る誘因を持つ。そ れに対 して,労 働者は適応調整過程に入 る誘因を持つ。 スペ
ソス 〔1973〕,〔1974a,b〕,〔1976〕の議論や,ア ロウ 〔1973〕,スター レッ ト
〔1976〕,ステ ィグ リッツ 〔1975a,b〕の議論 では,教 育水準が標識 として用い
られ る選別方法,お よび,そ れに対す る適応調整過程 が分析 された。 ライ リー
〔1975〕は,特 に,ス ペ ソス 〔1973〕,〔1974a〕モデルにおけ る多数 の(実 際
は無限個の)均 衡 の集合か ら,雇 用主に よる賃金提示の変 更に対 して駆逐 され
ない パ レー ト優位 な均衡を取 り出す。 そ の均衡は,完 全 に確 信 された(full
confirmed)均衡 と呼ばれ る。『そ の均衡 では,最 底 の能 力の労働者を除いては
(彼は,雇 用主に よって費用 な くして実際の職技術 が決定 され るとい う自由情
報(freeinformation)の世界 時 と同 じ教 育投資を行 う),他 の全ての労働
者は,限 界費用が限界 生 産 物を越 える水準 まで 教 育 投 資を行 う(ア カロフ
〔1976〕,スペ ソス 〔1973〕の性質(2)を参照)。これ らの結論は企業(雇 用主)
が信 号現象やそ の意味につ いて気づいていな くて もよい。従 って,この情報は,
暗号解読 され る可能性があ る。 この よ うな条件 の もとでは,オ ッシュ均衡は,
存在 しない。 これは,ロ スチ ャイル ド=ス テ ィグ リッツ 〔1976〕が,競 争的保
険市場 の例で,均 衡の不存在の問題を提示 したのに対応す る。彼 らは,安 定 な
ナ ッシュ均 衡が得 られない ことを示 した。
〈 スター レッ ト 〔1976〕のモデル〉
スターレッ ト 〔1976〕は,市 場信号モデルにおけ る所得分配を分析す る。教
育を標識 とす る市場信号は,パ ラメータ・一の値に依存 して,ロ ーレソツ曲線を
上げた り(不 平等が減少),下げた り(不 平等が増大)す る。人的資 本理論 とは
異な り,ス ペ ソス 〔1973〕,〔1974a〕に従 って,教 育そ の ものは非生産的で,
ただ,信 号(情 報)と して作用す る。
完全情報の時 と市場信 号の時 の所得をそ れぞれ比べる と,あ るパ ラメーター
の値 の範囲に対 して,信 号均衡 のパ レー ト劣位性 が示 され る。パ ラメーターの
、
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値が小さなある範囲の時,信 号均衡では,よ り平等的な所得分配であるが,'そ
れ以外の範囲のパラメーターの値の時は,逆 に,よ り不平等的な所得分配 とな
るo
〈 ステ ィグ リッツ 〔1975b〕のモデル〉
ステ ィグ リッツ 〔1975b〕は,経 済的費用 と便益に もとつ く個人 の選 別,そ
のよ うな選別 を行 う制度 お よび選 別 の均衡値の決定を種 々の制度的枠組の もと
で主に考察す る。特に,完 全情報 の経済 とは根本的な点で不 完全情報 の経済は
異 なるζとが示 される。
簡単 なモデルにそ くして4つ の命題 が,選 別 の行 なわれ る経済に関 して述 べ
られる。
(1)複数個 の均衡 があ りうる(こ れは,ス ペ ソス 〔1973〕,〔1974a〕の発見 し
た もの とは異 なるタイプの もので,そ れは,均 衡 概念 の違いに 由来す る。
ステ ィグ リッツ 〔1975b〕,および ロスチ ャイル ド=ス テ ィグ リッツ 〔1976〕
参照)。
(2)ある均衡は,他 の均 衡に対 してパ レー ト劣位で ある。例 えば,完 全選別均
衡 では,2つ の グループ(高 生産性 と低生産性)の いず れ も,選 別を行 なわ
ない時の均衡 よ りも,厚 生が低い。
(3)完全選別均 衡お よび選別を行 なわ ない時 の均衡において,低 能 力個人 の存
在 が,高 能力個人 の純 所得を低め る(即 ち,足 手 ま といにな ってい る。 アカ
ロフ 〔1976〕,スペ ソス 〔1973〕,〔1974a〕と比較せ よ)。逆 に,高 能 力個人
の存在は,低 能力個人の純所得を,選 別の行わ れない時 の均衡 の場合は増大
させ るか もしれないが,完 全選 別均衡 の場合 の よ うに必ず しもそ うであ る必
要 はない(宮 崎 〔1977〕の内部労働市場の例 を想起 し,比 較せ よ)。
④ もし教育水準が個人を選 別す る標識 としてだけ機能すれば,社 会 的 収益
(分配効果を無視)は,私 的収益 とは異 なる。
以上の結果に とって重要 ない くつか の仮定が ある。
(i)高 能 力は,あ らゆ るrelevantな意 味 で低能力 よ りも良い。 この よ うな
選別 を ヒエ ラルキー的 と呼ぶ。
＼
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(ii)労働は非弾力的に供給 され,従 って,選 別に よって も生産の 増 加 はな
いo
(iii)各個人は,自 分 の能 力につ いては完全情報を持 ってい る。
(iv)On-the-jobに関す る選 別方法は ない。
(v)選別は,完 全に正確で ある。 一
(vi)獲得 された情報は,"一般"情 報であ る。
このよ うな状況では,雇 用主 と労働者 の関心は対峙す る。労働者は,こ れ ら
の情報を公に して もらいたいが,雇 用主は,私 的に してお きたい(何 故 な ら情
報収集に費用 をかけているか ら)。従って,高 能 力個人が望むほ ど雇用主は,
情報収集 のために資源を さいて くれないか もしれない。
ステ ィグ リッツ 〔1975b〕は,次 に選 別の社会的便益について検討す る。
不 完全情報は,高 能力個人には賃金税,㍉低能 力個人には賃金補助 として作用
す るか ら,意 志決定 をゆがめ る。そ の結果,均衡をゆがめ る(ア カロフ 〔1976〕
参照)。また,職 選択の さいに,貨 幣的 な収益 と非貨幣的 な収益 との間に トレ
ー ド・オフが存在す る。 また,人 と職 との一致 の問題が ある(IV.7.を参照)。
((皿)に続 く)
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